
危機管理及び防災に関する事業の管理及び財務事務の執行について

【監査従事者】

包括外部監査人 新江 明

包括外部監査人補助者 公認会計士６名

【監査の実施期間】

令和６年７月１日～令和７年２月28日

【監査の実施スケジュール】

① 勉強会  ：令和６年５月、7月～9月

② 書面調査：令和６年７月～12月

③ 現地調査：令和６年９月（防災学習センター）

 11月（中央防災基地、防災航空センター）

④ 意見交換：令和６年12月～令和７年２月

【監査の主な要点】

➢ 法令や条例等に準拠しているか（適法性）

➢ あらかじめ予定した目的を達成しているか、また効果を上げているか（有効性）

➢ 費用対効果の面で、より少ない費用で実施できているか（経済性）

➢ 同じ費用で大きな成果をあげているか（効率性）

➢ 県民に対し、どの市町村に所在しているかによって大きな格差が生じないものとなっているか

（平等性）

令和６年度包括外部監査 結果概要

◆ 監査の実施方法

【対象年度】

令和５年度 ※ 必要に応じ令和６年度及び過年度も対象

【対象部局・対象事業数】

７部局1３課所 ３６事業

包括外部監査人 新江 明

◆ 監査対象

◆ 監査テーマ

部 局 所 属 事業数

県民生活部 防犯・交通安全課 １

危機管理防災部

危機管理課 ４

消防課 ７

災害対策課 １２

防災航空センター １

保健医療部
医療整備課 １

生活衛生課 １

県土整備部

県土整備政策課 １

河川砂防課 １

河川環境課 ３

都市整備部 都市計画課 ２

議会事務局 総務課 １

教育局 保健体育課 １

（ 防災学習センター ）



指摘 ４件 意見 100件
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◆ 監査の結果

① 財務に関する事務の執行等において、重大な誤りがあったため、是正を求めるもの

② 事務事業の執行において、その効果が極めて不十分なため、抜本的な改善を求めるもの

◆ 指摘の定義

◆ 主な意見（組織及び運営の合理化に資するために必要と認めるもの）

■ 災害対応力強化推進費（危機管理課） 意見１２件

・ 危機管理課で実施している図上訓練及び他の部局で実施している埼玉版ＦＥＭＡについて、実施事項のみならず訓練の内容・課題等についても情報共有を徹
底し、訓練の効率性及び有効性を高めていくことが望まれる。

・ 図上訓練テーマの網羅性について検証することが望まれる。

・ 図上訓練の有効性を高めるため、想定内のことを実施するだけではなく、予想外の質問を繰り返したり、シナリオの一部を隠して当日発表する等の工夫も検討するこ
とが望まれる。

・ 図上訓練の有効性を高めるため、諸条件の整えられた基本演習のみではなく、様々な条件や状況を想定した場合に、各関係機関の対応がどのように異なってくるの
かを確認することが望まれる。

・ 事業の成果指標に関して、図上訓練の内容等実質面に関する指標を設定し、効果測定を行っていくことが望まれる。

 現地調査を実施した防災基地の関係事業（防災基地等維持管理費、災害対策用物資備蓄費）において4件の指摘事項が発見された。

① 防災基地管理運営要領に記載されている「防災情報システム」について、現在は同システムの名称が「物資調達・輸送調整支援システム」が正しいため、
要領の記載もそれに合わせて正しいシステム名に修正すべきである。

②  防災基地管理運営要領において、実態に合わせて物資調達・輸送調整等支援システムへの入力を行う業務フローを反映させるべきである。

③ 備蓄品リストに納入時期や使用期限についても記載すべきである。

④ 未更新の棚札については、速やかに更新すべきである。

◆ 指摘の内容

包括外部監査人 新江 明
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◆ 主な意見（組織及び運営の合理化に資するために必要と認めるもの）

■ 防災学習センター管理運営費（危機管理課） 意見１３件

・ 埼玉県防災学習センターの設置意図に鑑み、防災グッズの販売を館内で行っていくことが望まれる。

・ 来館者数の目標については、設定の根拠を精緻にすることが望まれる。

・ 防災体験学習の設備について、早急に修繕対応を行い、できるだけ早く復旧させることが望まれる。

■ 減災に向けた自助と共助の推進事業（危機管理課） 意見１３件

・ 全ての地域防災サポート企業と継続的かつ緊密な連携をとり続けることが望まれる。

・ 自主防災組織リーダーの養成後のフォローアップについて、県でアンケートを取る、市町村などへヒアリングを行うなどして把握を行い、その後のリーダーの養成方法や講
師の活用、市町村への働き掛けに生かしていくことが望まれる。

・ 県では防災に関する情報をホームページにて公表しているが、県民が当該ホームページを訪問した際に、どこから閲覧していけばよいのか、判断しづらいように思われる。
県民の閲覧目的に沿って、どのページから見ていけばよいのか、分かるようにすることが望まれる。

■ 災害対策用物資備蓄費（災害対策課） 意見８件

・ 備蓄品について劣化が著しい備蓄品が存在しているため廃棄を徹底することが望まれる。

・ 協定事業者の知見を得て、引き続き数量カウント等の誤りがないように、誤りやすい例を周知する、カウントしやすいように在庫の配置図を棚札に添付するなどの方
法を検討することが望まれる。

■ 若い世代を中心とした消防団加入促進と消防力充実強化事業（消防課） 意見３件

・ 外国人消防団員について、国の指針が示され次第早急に県として市町村との地域防災力の充実強化に関する意見交換や好事例の横展開等、消防団員の確保
や消防団の活性化を企図する市町村の後方支援を行うことが望まれる。

・ 「埼玉県消防団ポータルサイト」について、ＳＮＳからの誘導をより充実させることが望まれる。

包括外部監査人 新江 明
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